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○南相馬市定住促進住宅条例施行規則 

平成２３年１月７日 

規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市定住促進住宅条例（平成２２年南相馬市条例第２６号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（入居申込み） 

第２条 条例第７条第１項の規定により定住促進住宅に入居しようとする者は、定住促進住

宅入居申込書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の定住促進住宅入居申込書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 市町村長の発行する住民票謄本又は登録原票記載事項証明書 

(2) 入居申込日の前年１年間の所得を証する書類又は市町村長の発行する所得額を証す

る書類 

(3) 市町村長の発行する納期到来分における税の未納がないことを証する書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 定住促進住宅入居申込書の有効期間は、その申込書を提出した月の申込期限までとする。 

（入居者決定の通知） 

第３条 条例第７条第２項の規定による通知は、定住促進住宅入居決定通知書（様式第２号）

により行うものとする。 

（空き住宅の入居者の選考） 

第４条 年間生ずる空き住宅の入居者の選考については、公開抽選により入居者を決定する

ものとする。 

（入居の手続） 

第５条 定住促進住宅の入居決定者が条例第１０条第１項第１号の規定により請書（様式第

３号）を提出するときは、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 連帯保証人の印鑑登録証明書 

(2) 連帯保証人の所得を証する書類 

(3) 連帯保証人が居住する市町村の市町村長が発行する納期到来分における税の未納が

ないことを証する書類 

(4) 定住促進住宅緊急連絡先届（様式第３号の２） 

２ 市長は、連帯保証人を不適当と認めたときは、変更を命ずることができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合は、改めて第１項に規定する書類を提出しなければ

ならない。 

(1) 連帯保証人が条例第１０条第１項第１号に規定する資格を失い、又は連帯保証人を変

更するとき。 

(2) 条例第１２条の規定により入居を承継するとき。 

(3) 連帯保証人の届出から５年を経過するとき。 

(4) 家賃債務保証業者と家賃債務を保証する契約を解除する場合 
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（入居決定の取消し） 

第６条 市長は、条例第１０条第４項の規定により入居の決定を取り消したときは、定住促

進住宅入居決定取消通知書（様式第４号）により、当該入居決定者に対して通知するもの

とする。 

（入居の許可） 

第７条 市長は、条例第１０条第５項に規定する入居可能日を定住促進住宅入居許可書（様

式第５号）により、入居決定者に対して通知するものとする。 

（入居の辞退の届出等） 

第８条 定住促進住宅への入居を決定又は許可された者が、定住促進住宅への入居を辞退し

ようとするときは、定住促進住宅入居辞退届（様式第６号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（同居の承認） 

第９条 条例第１１条の規定により同居の承認を受けようとする者は、定住促進住宅同居承

認申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の定住促進住宅同居承認申請書を受理したときは、次のいずれかに該当し、

適当と認めたときはこれを承認し、定住促進住宅同居承認通知書（様式第８号）により、

その承認をしなかった場合には定住促進住宅同居不承認通知書（様式第８号）により、そ

の旨を申請者に対して通知するものとする。 

(1) 同居しようとする者が、入居者又はその配偶者の親族であること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が特別の事情があると認めたとき。 

（入居の承継） 

第１０条 条例第１２条の規定により、入居者が死亡し、又は退去した場合において、同居

していた者が入居を承継しようとするときは、定住促進住宅承継入居申請書（様式第９号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の定住促進住宅承継入居申請書を受理したときは、承継することが適当と

認めるときはこれを承認し、定住促進住宅承継入居承認通知書（様式第１０号）により通

知し、その承認をしなかった場合は定住促進住宅承継入居不承認通知書（様式第１０号）

によりその旨を申請者に対して通知するものとする。 

（収入に関する申告等） 

第１１条 条例第１３条第１項の規則で定める期日は、７月末日とする。 

２ 公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省令第１９号）第８条の規定による書面は、定住

促進住宅入居者収入状況申告書（様式第１１号）による。 

３ 市長は、条例第１３条第３項の規定による収入の額を認定したとき、又は同条第４項の

規定による認定の更正をしたときは、定住促進住宅入居者収入認定（更正）通知書（様式

第１２号）によりその旨をその者に対して通知するものとする。 

４ 入居者は、条例第１３条第４項の規定により意見を述べようとするときは、定住促進住

宅入居者収入額更正申請書（様式第１３号）により市長に申し出なければならない。 

（階数に応じた率） 
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第１２条 条例第１４条第１項の規則で定める階数に応じた率は、別表第１のとおりとする。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第１３条 条例第１５条の規定により家賃の減免又は徴収猶予を受けようとする者は、その

事実を認証する書類を添付して定住促進住宅家賃減免・徴収猶予申請書（様式第１４号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による定住促進住宅家賃減免・徴収猶予申請書の提出があったとき

は、これを審査し、減免又は徴収猶予をする必要があると認めるときは、減免又は徴収猶

予の決定をし、定住促進住宅家賃減免・徴収猶予決定通知書（様式第１５号）により、そ

の旨をその者に対して通知するものとする。 

（家賃の減免・徴収猶予基準） 

第１４条 前条に規定する家賃の減免又は徴収猶予については、次の各号のいずれかに該当

する場合に行うものとする。 

(1) 入居者又は同居者が失職その他の事情により、その収入が著しく低額になった場合 

(2) 入居者又は同居者が病気にかかり長期にわたって療養する必要が生じ、又は災害によ

り容易に回復し難い損害を受けた場合 

２ 家賃の減免又は徴収猶予の期間は、１２月以内とし、入居者の事情その他を勘案して決

定する。 

（市営住宅用途廃止に伴う家賃減額） 

第１５条 条例第１７条第１項の規定による定住促進住宅の家賃減額を受けようとする者は、

定住促進住宅家賃減額申請書（様式第１６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による定住促進住宅家賃減額申請書の提出があったときは、これを

審査し、減額をする必要があると認めるときは、減額の決定をし、定住促進住宅家賃減額

決定通知書（様式第１７号）により、その旨をその者に対して通知するものとする。 

（家賃の緩和措置） 

第１６条 条例第１７条第２項の規定で定める家賃の緩和措置は、新たに入居する定住促進

住宅の家賃の額から従前の市営住宅の最終家賃の額を控除した額に、別表第２の右欄各項

に定める入居年数の区分に応じてそれぞれ左欄各項に定める率を乗じて得た額を減額する

ものとする。 

（長期不在の届出） 

第１７条 条例第２５条の規定による届出は、定住促進住宅長期不在届（様式第１８号）に

よる。 

（住宅の現状変更） 

第１８条 条例第２７条ただし書の規定により住宅の模様替え又は工作物等の増築の承認を

受けようとする者は、定住促進住宅現状変更申請書（様式第１９号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の定住促進住宅現状変更申請書を受理したときは、次の各号のいずれにも

該当し、模様替え又は工作物等の増築をすることがやむを得ないと認めたときは、これを

承認し、定住促進住宅現状変更承認通知書（様式第２０号）により、その承認をしなかっ
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た場合には定住促進住宅現状変更不承認通知書（様式第２０号）により、その旨をその者

に対して通知するものとする。 

(1) 管理上支障がなく、かつ、原状回復が容易であること。 

(2) 風紀、衛生その他公衆道徳上支障がないこと。 

３ 前項の規定により承認を受けた者は、その工事の完了後、直ちに定住促進住宅現状変更

しゅん工届（様式第２１号）を市長に提出し、検査を受けなければならない。 

（収入超過者に対する通知） 

第１９条 条例第２８条第１項の規定による収入超過者への通知は、収入超過者認定通知書

（様式第２２号）による。 

（住宅の退去届） 

第２０条 条例第３１条第１項の規定による届出は、定住促進住宅退去届（様式第２３号）

による。 

（住宅の明渡し） 

第２１条 市長は、条例第３２条第１項の規定により明渡しの請求をするときは、定住促進

住宅明渡請求書（様式第２４号）により請求するものとする。 

（駐車場の使用申込み） 

第２２条 条例第３６条第１項の規定により駐車場を使用することを希望する者は、定住促

進住宅駐車場使用申請書（様式第２５号）を市長に提出しなければならない。 

（駐車場の使用決定） 

第２３条 市長は、条例第３６条第２項の規定により駐車場の使用を決定したときは、定住

促進住宅駐車場使用許可決定通知書（様式第２６号）により当該使用を決定された者に対

して通知するものとする。 

（駐車場の使用許可の取消し） 

第２４条 市長は、条例第３９条第１項の規定により、駐車場の使用許可を取り消したとき

は、定住促進住宅駐車場使用許可取消通知書（様式第２７号）によりその旨をその者に対

して通知するものとする。 

（定住促進住宅管理人） 

第２５条 条例第４１条第２項に規定する定住促進住宅管理人は、定住促進住宅入居者のう

ちから市長が委嘱する。 

２ 定住促進住宅管理人には、毎年度予算の範囲内において謝礼として報奨金を支給するも

のとする。 

（立入検査証票） 

第２６条 条例第４２条第３項の規定による定住促進住宅の検査に当たる者の身分を示す証

票は、南相馬市定住促進住宅立入検査員証（様式第２８号）とする。 

（公募に明示する事項） 

第２７条 市長は、条例第４４条の規定により指定管理者の公募を行う場合は、次に掲げる

事項をあらかじめ明示するものとする。 

(1) 定住促進住宅及び共同施設の概要 
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(2) 指定管理者が行う管理の基準 

(3) 指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容 

(4) 指定の期間 

(5) 市が支払うべき管理の費用（以下「指定管理料」という。）に関する事項 

(6) 申請者の資格要件 

(7) 申請方法及び選定の基準 

(8) その他市長が必要と認める事項 

（指定申請書の提出等） 

第２８条 条例第４６条第１項の規定により指定管理者の指定を受けようとする団体は、指

定管理者指定申請書（様式第２９号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 管理業務に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款、規約その他これらに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 団体の経営状況等を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第２９条 市長は、条例第４６条第２項の規定により、指定管理者の候補者を選定したとき

は、速やかに選定結果を申請団体に通知しなければならない。 

（協定書に定める事項） 

第３０条 条例第４９条の規定により協定で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 定住促進住宅及び共同施設の管理に関する事項 

(3) 指定管理料に関する事項 

(4) 事業報告に関する事項 

(5) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(6) 管理の業務に関し知り得た個人情報の取扱いに関する事項 

(7) 管理の業務に関し保有する情報の公開に関する事項 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（その他） 

第３１条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 定住促進住宅の入居者の公募、決定及び入居の手続並びに駐車場使用の手続及び使用者

の決定に関する行為は、この規則の施行前においても行うことができる。 

附 則（令和２年３月２５日規則第１２号） 
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この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月１日規則第１９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施

行する。 

（準備行為） 

２ 指定管理者の指定のために必要な行為は、この規則の施行前においても、改正後の南相

馬市定住促進住宅条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の例により行うことが

できる。 

（経過措置） 

３ この規則の施行前に改正前の南相馬市定住促進住宅条例施行規則の規定によりなされた

申請、処分その他の行為でこの規則の施行の際現に効力を有するものは、改正後の規則の

相当規定によりなされた申請、処分その他の行為とみなす。 

 

別表第１（第１２条関係） 

階数 率 

１階 １．０ 

２階 １．０ 

３階 ０．９ 

４階 ０．８ 

５階 ０．７ 

別表第２（第１６条関係） 

入居年数 率 

１年以下の場合 ５／６ 

１年を超え２年以下の場合 ４／６ 

２年を超え３年以下の場合 ３／６ 

３年を超え４年以下の場合 ２／６ 

４年を超え５年以下の場合 １／６ 
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様式第29号（第28条関係） 

 

指定管理者指定申請書 

年  月  日 

南相馬市長  

所在地            

申請者 名称             

代表者氏名          

電話番号  （  ）     

 

定住促進住宅条例第46条第1項に基づき、定住促進住宅及び共同施設の指定管理者の

指定を受けたいので、次の書類を添えて申請します。 

 

備考 次に掲げる書類を添付してください。 

（１）管理業務に係る事業計画書及び収支予算書 

（２）定款、規約その他これらに類する書類 

（３）法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

（４）団体の経営状況等を説明する書類 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

管理を行う施設の名称等 

 

 

 

管理の開始年月日 

 

 

 

特記事項 

 

 


